
外
で
は
、「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
」
は
既
に
普
及

し
て
お
り
、
日
本
で
の
導
入
に
当
た
っ
て
は
、

そ
れ
ら
の
事
例
も
参
考
に
し
て
い
る
も
の
と

思
わ
れ
ま
す
。

　た
だ
し
、「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
」
を
導
入
す

る
に
は
、
各
種
請
求
書
の
発
行
シ
ス
テ
ム
の

変
更
な
ど
、
事
業
者
の
準
備
期
間
や
、
改
正

そ
の
も
の
の
周
知
期
間
が
必
要
で
あ
る
こ
と

が
考
慮
さ
れ
、
軽
減
税
率
と
同
時
に
導
入
せ

ず
に
、
段
階
を
追
っ
て
、「
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
」
に
移
行
し
て
い
く
方
針
と
さ
れ
ま
し
た
。

現
在
は
そ
の
移
行
期
間
の
真
っ
最
中
と
い
う

わ
け
で
す
。

ま
ず
、
こ
の
「
イ
ン
ボ
イ
ス
」
と
は
何
の
こ

と
で
し
ょ
う
か
？

　イ
ン
ボ
イ
ス
と
は
、

元
々
は
貿
易
書
類
を
指
す
用
語
と
し
て
使
わ

れ
て
い
ま
し
た
が
、
そ
れ
が
、
消
費
税
の
世

保
存
等
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　こ
れ
ら
の
方
式
を
「
適
格
請
求
書
等
保
存

方
式
」
と
い
い
、
こ
れ
が
い
わ
ゆ
る
「
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
」
と
言
わ
れ
る
制
度
の
正
式
名

称
で
す
。

　「イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
」が
導
入
さ
れ
た
き
っ

か
け
は
、
軽
減
税
率
の
導
入
で
す
。
令
和
元

年
10
月
１
日
に
消
費
税
率
が
８
％
か
ら
10
％

に
引
き
上
げ
ら
れ
た
際
、
同
時
に
軽
減
税
率

制
度
も
導
入
さ
れ
ま
し
た
。そ
れ
に
よ
り
、事

業
者
が
消
費
税
の
計
算
を
す
る
際
、
こ
れ
ま

で
と
異
な
り
、
適
用
さ
れ
て
い
る
税
率
が

10
％
な
の
か
軽
減
税
率
の
８
％
な
の
か
、

し
っ
か
り
確
認
を
す
る
必
要
が
出
て
き
ま
し

た
。　そ

の
た
め
、
買
い
手
側
で
税
率
や
消
費
税

額
の
集
計
を
誤
る
な
ど
の
ミ
ス
が
発
生
し
な

い
よ
う
に
、
必
要
な
情
報
を
正
確
に
把
握
す

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
請
求
書
に
こ
れ

ら
の
項
目
の
表
示
を
義
務
付
け
た
の
が
「
イ

ン
ボ
イ
ス
制
度
」
な
の
で
す
。

　実
際
に
、
軽
減
税
率
制
度
で
先
行
す
る
海

　ま
ず
、
こ
の
「
イ
ン
ボ
イ
ス
」
と
は
何
の

こ
と
で
し
ょ
う
か
？

　イ
ン
ボ
イ
ス
と
は
、

元
々
は
貿
易
書
類
を
指
す
用
語
と
し
て
使
わ

れ
て
い
ま
し
た
が
、
そ
れ
が
、
消
費
税
の
世

界
に
転
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
消
費
税
で
い
う

イ
ン
ボ
イ
ス
と
は
、
正
式
に
は
「
適
格
請
求

書
」
と
い
わ
れ
、売
手
が
買
手
に
対
し
て
、正

確
な
適
用
税
率
や
消
費
税
額
等
を
伝
え
る
も

の
で
す
。

　売
手
で
あ
る
登
録
事
業
者
は
、
交
付
し
た

イ
ン
ボ
イ
ス
の
写
し
を
保
存
し
て
お
き
、
買

手
で
あ
る
取
引
相
手
（
課
税
事
業
者
）
か
ら

求
め
ら
れ
た
と
き
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
交
付

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
買
手
は
仕
入
税

額
控
除
の
適
用
を
受
け
る
た
め
に
、
原
則
と

し
て
、
取
引
相
手
（
売
り
手
）
で
あ
る
登
録

事
業
者
か
ら
交
付
を
受
け
た
イ
ン
ボ
イ
ス
の

●消費税「インボイス制度」の疑問にまるごと答えるＱ＆Ａ

税理士　小林俊道
　皆さんもご存じのとおり令和５年10 月１日から消費税の仕入税額控除の方式として「インボイス制度」が導入されます。インボイス（適格請求書）を発行できるのは「適格請求書発行事業者」に限られますが、そのための登録申請の受付はすでに今年10月からスタートしています。なにぶんわが国で初めて導入される制

度だけに、経理実務の担当者にとっても不安なことや疑問に感じることは多いのではないでしょうか。
　今月の特集では、インボイスと現行の「区分記載請求書」との違いから経理事務への影響、そして事前の対応までをＱ＆Ａでわかりやすく解説します。

消費税

の疑問にまるごと
答える　　　　　

特集

  「インボイス制度」

Ｑ＆Ａ

適格請求書発行事業者の登録申請はお済みですか？ いよいよ
令和５年１０月１日
からスタート！

Ｑ
１

　そ
も
そ
も
「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
」

と
は
ど
ん
な
制
度
な
の
で
す
か
?

Ｑ
2

　な
ぜ
「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
」
の

導
入
が
必
要
な
の
で
す
か
?

「月刊経理ウーマン」２０２2年1月号には
こんな記事が掲載されています！

適格請求書発行事業者の登録申請はお済みですか？
いよいよ令和５年１０月１日からスタート！特集

消費税でいうインボイスとは、正式には「適格請求書」といわれ、売手
が買手に対して、正確な適用税率や消費税額等を伝えるものです。
売手である登録事業者は、交付したインボイスの写しを保存しておき、
買手である取引相手（課税事業者）から求められたときは、インボイス
を交付しなければなりません。買手は仕入税額控除の適用を受けるた
めに、原則として、取引相手（売手）である登録事業者から交付を受け
たインボイスの保存等が必要となります。2022年1月号の特集では
この「インボイス制度」についてＱ＆Ａ形式でどこよりも分かりやすく
レクチャーしています。

Ｑ 適格請求書発行事業者とは、どのような事業者をいうの
ですか?

Ｑ 適格請求書発行事業者の登録を受けずにインボイスを
発行できますか?

Ｑ 適格請求書発行事業者ではない者がインボイスを発行
して交付をした場合、自社や取引の相手方にどのような
影響が生じますか？

Ｑ インボイス制度の開始にあたって、免税事業者が検討する
ことはありますか?

Ｑ 適格請求書発行事業者の登録が不要なケースがあると
すれば、どのようなケースでしょうか？

Ｑ 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録を受けること
とした場合、どのような影響が考えられるでしょうか？

Ｑ 免税事業者が免税事業者で居続ける場合にもたらされる
影響を教えてください。

Ｑ 自社の適格請求書発行事業者への登録に向けた流れは
どうなりますか?

Ｑ 登録申請以外に「インボイス制度」導入までに準備しておく
ことはありますか?

Ｑ 適格請求書発行事業者の登録を受けたのち、取引先への
通知や照会はしたほうがよいでしょうか？

Ｑ 仕入先・外注先等の支払先が、適格請求書発行事業者の
登録を受けているかの事前の確認（買手側での確認）は、
どのようにして行なえばよいでしょうか？

Ｑ「適格請求書」とされるための様式について教えてくだ
さい。

Ｑ 電子取引データにより適格請求書等の交付をしたり、交付
を受けたりすることは可能でしょうか。

Ｑ 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録を受ける際
に関係する、経過措置や特例措置があれば教えてください。

Ｑ「インボイス制度」が導入された後も「簡易課税」制度は
存続するのですか?

Ｑ「インボイス制度」に関連して、経理担当者以外の従業員等
に周知しておくことはありますか?

消費税「インボイス制度」の疑問に
まるごと答えるＱ＆Ａ

皆さん、こんにちは。編集長の天野恵実子です。今回のＤＭをご覧いただいてありがとう
ございます。本誌「月刊経理ウーマン」の創刊は今から25年前の1996年4月のことで
す。当時私は別な出版社で経理・税務の雑誌を編集していたのですが、「経理や税金の記
事は難しいなあ…」「もう少しビギナー経理でも理解できるようにやさしく解説できない
のかなあ…」と常々疑問に思っていました。そこで税務や社会保険についてビギナーの
経理・税務・総務担当の方でも理解できるよう、できるだけ分かりやすく解説することを
コンセプトに創刊されたのが「月刊経理ウーマン」なのです。創刊当時は、難しい専門的
な知識を分かりやすく執筆いただける税理士・社会保険労務士・弁護士の先生方を
必死に探したものです。そして創刊からあっという間に25年が過ぎましたが、おかげさま
で現在、全国４万人の経理総務ご担当者にご愛読をいただいています。
さて、その「月刊経理ウーマン」２０２２年１月号の特集企画では、「消費税『インボイス制度』の疑問にまるごと答えるＱ＆Ａ」を
掲載しています。皆さんもご存じのとおり令和５年10月１日から消費税の仕入税額控除の方式として「インボイス制度」が導入
されます。インボイス（適格請求書）を発行できるのは「適格請求書発行事業者」に限られますが、そのための登録申請の受付は
すでに2021年10月からスタートしています。なにぶんわが国で初めて導入される制度だけに、経理実務の担当者にとっても
不安なことや疑問に感じることは多いのではないでしょうか。2022年1月号の特集では、インボイスと現行の「区分記載請求
書」との違いから経理事務への影響、そして事前の対応までをＱ＆Ａで分かりやすく解説しています。ぜひ参考にしてください！


